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研究成果の概要（和文）：本研究では、インドネシアとフィリピンに焦点を当て地方分権化における都市農村間
/地域間格差の分析を行った。家計調査データによるインドネシアの消費支出格差の分析によると、教育格差が
都市農村間消費支出格差の主な要因であり、都市農村間格差の減少は主に教育格差の縮小であることが分かっ
た。また、近年の消費支出格差の拡大は、特に都市部における高等教育家計グループ内の格差拡大が主な要因で
あることも分かった。一方、家計調査データによるフィリピンの消費支出格差の分析によると、消費支出格差減
少の主な要因は高等教育家計グループ内格差と教育グループ間格差の縮小を起因とする都市内格差の縮小である
ことが分かった。

研究成果の概要（英文）：This research attempted to analyze urban-rural and regional inequalities 
under decentralization in Indonesia and the Philippines. It found, based on household survey data, 
that, in Indonesia, education is the main factor of urban-rural expenditure disparity and the 
decrease in urban-rural expenditure inequality is due mainly to the reduction of educational 
disparity between the urban and rural sectors. The research found also that the recent rise in 
overall expenditure inequality is attributable primarily to the increase in expenditure inequality 
within the tertiary education group, particularly in urban areas. The research observed, on the 
other hand, that, in the Philippines, the decrease in expenditure inequality is due largely to the 
decrease in expenditure inequality within urban areas associated with the decline in expenditure 
inequalities between educational groups and within the tertiary education group.

研究分野： 開発経済学、地域経済学

キーワード： 地域間格差　都市農村間格差　地方分権　教育格差　格差要因分析　インドネシア　フィリピン
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地方分権化政策導入以降、インドネシアでは約15年、フィリピンでは約25年が経過した。しかし、地方分権化に
おけるこれらの国の地域間/都市農村間格差の体系的な実証研究は少ない。本研究は、このような問題意識を背
景に計画・実施されたものであり社会的な意義は大きい。一方、地域間格差の計測には従来地域所得データが多
く用いられてきた。しかし、地域所得データは地域の生活水準を必ずしも反映していない。本研究では、地域の
生活水準をよりよく反映する家計調査データを用いて消費支出格差を計測し、地域内と地域間の格差に分解可能
なタイル尺度により地域間消費支出格差の分析を行った。したがって、学術的な意義も大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
アジアの多くの国で、地方分権化政策が実施されている。この背景には、地方分権を推進する
ことにより地域がそれぞれの事情とニーズにあったより適切で柔軟な統治と効率的な地域公共
サービスの提供を行うことができ、地域経済をより活性化できるのではないかという考えがあ
る。その一方で、資源が豊富な地域や経済的に豊かな地域と資源がなくまた経済的に貧しい地
域との地域間格差が拡大するのではないかとの懸念も指摘されている。また、インフラ整備の
遅れているアジアの新興国では、グローバル経済に直結している地域やその後背地域が成長を
加速させている一方で、後進地域や資源に恵まれない地域が主要経済活動から取り残されると
いう現象が起きている。地方分権には、どの権限と財源を移譲するのか、またどの地方レベル
へどの程度移譲するのかなどに関して、国によって様々な形態がある。したがって、地方分権
化における地域間/都市農村間所得格差を分析するためには、国別の研究が必要となる。本研究
の分析対象国であるインドネシアとフィリピンは経済・社会・文化などにおいて多様な地域か
ら構成される世界でも有数の島嶼国であり、また 1990 年代以降、地方分権化を積極的に推し進
めている。インドネシアの地方分権化は、1997-98 年の経済危機後のスハルト政権崩壊を契機
とする民主化の一環として制定された 1999 年の地方分権化２法に始まる。これらの法律の下、
外交・国防などの分野を除いて中央政府の権限はほぼ地方に移譲され、州政府と県・市政府の
階層構造は廃止された。同時に、資源収入などからの歳入分与が拡充されると共に、一般目的
割当金と特定目的割当金が導入され、地方分権化以前の地方自治補助金と大統領令交付金が廃
止された。一方、フィリピンの地方分権化は、マルコス長期中央集権体制の弊害を排除する一
環として 1991 年に制定された地方自治法に始まる。この地方自治法の下、保健・環境・農業・
社会福祉などの分野における基本的な公共サービス業務が、中央政府から州や市・町などの地
方政府へ移管された。それと同時に、地方政府の財政基盤も強化され、地方政府の主要な収入
源は内国歳入割当金を中心とする中央政府からの資金配分、地方税（固定資産税など）などの
地方財源、借入金に整理された。地方分権化政策導入以降、インドネシアでは約 15 年、フィリ
ピンでは約 25 年が経過した。しかし、地方分権化における地域間/都市農村間格差の体系的な
実証研究は少ない。本研究プロジェクトは、このような問題意識を背景に計画・実施されたも
のである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、アジアにおける代表的な島嶼国で、地方分権化を積極的に進めているインド
ネシアとフィリピンに焦点を当て、グローバル時代の地方分権化における地域間/都市農村間格
差の要因分析を行い、格差是正のための有効な政策を導出することである。本研究では特に、
インドネシアに関しては最新の全国社会経済調査データ（Susenas）と州別産業別地域所得デー
タを、フィリピンに関しては家計所得消費調査データ（FIES）を用いて地域間/都市農村間格差
の要因分析を行う。 
 
３．研究の方法 
地域間格差の計測には従来地域所得（GRDP）データが多く用いられてきた。しかし、地域所
得（GRDP）データは様々な生産活動から得られる付加価値ベースのデータで、地域の生活水
準を必ずしも反映していない。例えば、天然資源が豊富な地域は資源から得られる付加価値は
極めて高いが、これらの地域の生活水準は必ずしも高くない。また、エンクレーブ（飛び地）
的な発展を形成するケースが多く域内の社会経済格差や貧困率が高い場合が多い。本研究では、
地域所得（GRDP）データに加えて、地域の生活水準をよりよく反映する家計調査データを用
いて地域間格差を計測し、家計間消費支出（あるいは所得）格差が地域間の格差によりどの程
度説明されているかを地域内と地域間の格差に分解可能なタイル尺度などの格差尺度により分
析した。また、地方分権化における財政収入格差の分析では、地域別収入項目別財政収入デー
タを用いて、Gini 係数による格差分解手法により一人当たりでみた財政収入格差の要因分析を
行った。 
 
４．研究成果 
(1) 1997 年から 2011 年までの毎年の全国社会経済調査データ（Susenas）を用いて、地方分権
化におけるインドネシアの教育拡充と消費支出格差に関する分析を行った。この研究では、ま
ずインドネシアを都市と農村地域に分け、Gini 係数により都市農村間と都市農村内の教育格差
の分析を行った。それによると、農村部における初等教育の拡充は、農村内の教育格差を縮小
させるばかりではなく、都市農村間の教育格差も縮小させている。また、Oaxaca-Blinder 手法
による都市農村間の消費支出格差の分析によると（Blinder 1973、Oaxaca 1973）、教育格差が都
市農村間消費支出格差の主な要因になっている。都市農村間消費支出格差が 2000 年代以降減少
しているが、その主な要因は都市農村間教育格差の縮小である。また、Theil 尺度による要因
分析によると、近年の総消費支出格差の拡大は、特に都市部における高等教育家計グループ内
の格差拡大が主な要因であることが分かった。 
(2) 1996 年から 2010 年までの毎年の全国社会経済調査データ（Susenas）を用いて、階層的格
差分解手法（hierarchical inequality decomposition method）により（Akita 2003）、地方分権化にお
けるインドネシアの家計間消費支出格差の推移を都市農村、５地域、州、県・市（kabupaten/kota）



などの空間的な観点から分析した。この研究によると、都市と農村間の格差は家計間消費支出
格差の約 15-25％を説明している。一方、県・市間の格差については、家計間消費支出格差へ
の寄与度に関して都市と農村地域で異なる値を示している。都市と農村別に寄与度を計測する
と、都市では 20-30％に対して農村では 15-20％になる。この都市と農村間の構造的な違いを考
慮して階層的格差分解手法により県・市間格差の家計間消費支出格差への総合的な寄与度を計
測すると約 15-25％になる。すなわち、都市農村間格差と県・市間格差を合わせると家計間消
費支出格差への総寄与度は約 40％になることが分かった。スマトラ、ジャワ・バリ、カリマン
タン、スラウェシ、東インドネシアの５地域間の格差、州間格差、県・市間格差を個別にみる
と、５地域間格差の家計間消費支出格差に対する寄与度は都市地域ついては 1-2％とほとんど
無視できる程度である。それに対して、州内における県・市間格差は家計間消費支出格差の約
10-15％を説明しており、また増加傾向にある。一方、農村地域については、５地域間格差は家
計間消費支出格差の約 2-5％を説明しており、都市地域に比べると若干高い寄与度を示してい
る。それに対して、州内の県・市間格差は都市地域同様、家計間消費支出格差の約 10-15％を
説明している。 
(3) 2001 年から 2012 年までの県レベル（kabupaten/kota）の収入項目別財政収入データを用い
て、Gini 係数による格差分解手法によりインドネシアにおける一人当たりでみた財政収入格差
の要因分析を行った。この分析結果の概要は以下の通りである。経済危機後の民主化の一環と
して制定された地方分権化２法が実施に移された 2001 年以降、一人当たりの財政収入地域間格
差は非常に高いレベルにありまた増加傾向がみられる。天然資源と課税基盤の不均一な地域的
分布を反映して資源収入などから得られる歳入分与（DBH: Dana Bagi Hasil）の地域間格差は非
常に高く、財政収入格差を高める要因になっている。それに対して、一般目的割当金（DAU: Dana 
Alokasi Umum）の地域間格差は歳入分与と比べるとかなり低く、財政収入格差を縮小させる要
因になっている。しかし、一般目的割当金の地域間格差は拡大傾向にあり、その格差縮小効果
は低下傾向にある。一般目的割当金の地域間格差が拡大している要因を Theil 尺度による格差
分解手法を用いて分析すると、Nusa Tenggara、Maluku、Papua などの貧困州を含む東部インド
ネシア内の地域間格差拡大が主な要因になっている。一般目的割当金の配分方法には以前より
問題があることが指摘されていた。したがって、その格差縮小効果を高めるためには配分方法
の見直しが必要であろう。一方、国レベルの優先的な政策を実施するために導入された地方へ
の特定目的割当金（DAK: Dana Alokasi Khusus）の割当分野数が徐々に増加しており、特定目的
割当金の地域間格差は縮小傾向にある。特定目的割当金の拡充は財政収入の地域間格差を縮小
させることが期待される。 
(4) 2005 年から 2013 年までの州別・産業別の地域所得データを用いて２次元格差分解手法
（bi-dimensional inequality decomposition method）によりインドネシアにおけるサービス産業化
と州間所得格差の分析を行った（Akita and Miyata 2010）。この研究によると、州間所得格差の
約 70％から 80％がジャワ・バリ地域内の州間格差により説明できることが分かった。また、ジ
ャワ・バリ地域内州間格差寄与度が分析対象期間増加しているが、その多くはサービス産業、
特に商業部門と交通通信部門の州間格差寄与度の上昇により説明できる。一方、鉱業部門の比
重の減少により鉱業部門の寄与度が大きく低下しており、鉱業部門を含めた州間所得格差と含
めない州間所得格差の差が減少している。その結果、鉱業部門の比重が高いスマトラ・カリマ
ンタン地域内州間格差の総州間所得格差への寄与度が低下している。 
(5) 1997 年と 2006 年の家計所得消費データ（FIES）を用いてフィリピンにおける教育と消費
支出格差の分析を空間的な観点から行った。Theil 尺度による消費支出格差の要因分析によると
分析対象期間（1997 – 2006）消費支出格差は大きく減少しているが、その主な要因は都市内消
費支出格差の減少であることが分かった。都市農村間格差も若干減少しているが、その総消費
支出格差への寄与度は 2006 年時点で約 17％であり都市内格差の寄与度約 60％に比べると非常
に小さい。一方、Blinder-Oaxaca 手法を用いた分析によると、教育水準の違いが都市農村間消
費支出格差の主な要因になっている。また、Theil 尺度による都市内消費支出格差の要因分析に
よると、教育水準の違いによる格差の寄与度が約 27％となっており、教育格差が都市内格差の
大きな要因になっている。 
(6) インドネシアとフィリピンにおける空間的な観点からの消費支出格差研究の比較研究と
して 2005 年と 2010 年の全国家計所得消費データ（HIES）を用いてバングラデッシュにおける
家計間所得格差の分析を行った。この研究ではまずバングラデッシュを都市と農村地域に分け、
Gini 係数により都市農村間と都市農村内の教育格差の分析を行った。教育をほとんど受けてい
ない家計が 2010 年時点でも約半数おり、家計間の教育格差は依然非常に高い。特に農村地域の
無教育家計の割合は非常に高く、総教育格差を押し上げる要因になっている。一方、
Blinder-Oaxaca 手法を用いた都市農村間の家計間所得格差の分析によると、教育格差が都市農
村間所得格差の主な要因になっていることが分かった。したがって、初等教育の拡充と強化は
所得格差是正のために重要な政策課題である。 
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